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「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 

当社は平成 23 年 12 月６日付で受領した第三者委員会の調査報告書による指摘を受け、当社の内部統

制に重要な欠陥がある旨を記載した内部統制報告書の訂正報告書を本日付で提出いたしましたので、下

記のとおりお知らせします。 

 

記 
 

１．訂正の対象となった内部統制報告書 

 

① 第141期（自 平成20年4月1日 至 平成21年3月31日）内部統制報告書 

② 第142期（自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日）内部統制報告書 

③ 第143期（自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日）内部統制報告書 

 

２．訂正の内容 

 

 ①第 141 期内部統制報告書の訂正内容は下記のとおりです。なお、②第142 期内部統制報告書およ

び③第 143 期内部統制報告書については、３【評価結果に関する事項】の訂正後２行目「平成 21 年

3 月 31 日現在」がそれぞれ「平成 22 年 3 月 31 日現在」、「平成 23 年 3 月 31 日現在」となる以外は

同様の訂正内容となっております。 

 

 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 

 上記の評価の結果、当該事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効である

と判断しました。 

 

（訂正後） 

 下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、重

要な欠陥に該当すると判断しました。したがって、平成21年３月31日現在の当社の財務報告に係る内

部統制は有効でないと判断しました。 

 

記 

 

 当社において不適切な会計処理が行われていたことが判明いたしました。当社の行った過去の買収

案件に関して、不正ないし不適切な行為、または妥当性を欠く経営判断があったか否かについて、独

立性を確保した調査委員会（以下「第三者委員会」）を平成23年11月１日に設置し、厳正かつ徹底し

た調査をおこないました。当該調査により、当社が1990年代ころから有価証券投資等にかかる損失計

 



 

上の先送りを行なっており、Gyrus Group PLCの買収に際しアドバイザーに支払った報酬や優先株の

買戻しの資金並びに国内新事業三社（株式会社アルティス、NEWS CHEF株式会社および株式会社

ヒューマラボ）の買収資金は、複数のファンドを通す等の方法により、損失計上先送りによる投資有

価証券等の含み損を解消するためなどに利用されていたことが判明いたしました。なお、第三者委員

会の調査結果の概要は、平成23年12月６日に当社ホームページにて公表されております。 

 本件に対する当社の対応として、平成19年３月期以降の決算を訂正し、平成19年３月期の有価証券

報告書及び平成20年３月期から平成24年３月期第１四半期までの有価証券報告書及び四半期報告書に

ついて訂正報告書を提出しました。本件については、複数の元経営者による不当な目的による共謀に

よって、全社的な内部統制の重要な一部として経営者の業務執行を監督ないし監査すべき取締役会と

監査役会が有効に機能しませんでした。また、企業風土やコンプライアンス意識における問題の存在、

さらに内部統制通報制度も適切に機能しませんでした。以上のような財務報告に係る内部統制の不備

は、財務報告に重要な影響を及ぼし、重要な欠陥に該当すると判断しました。従って、当事業年度末

日時点における当社の財務報告に係る内部統制は有効でないと判断しました。 

 当社といたしましては、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、重要な欠陥を是正する

ために、第三者委員会からの提言をふまえて、是正措置、再発防止策を講じ、経営者による不当な内

部統制の無効化への抑止効果を持つ適切な内部統制を整備・運用してまいります。 

 財務報告に係る内部統制の重要な欠陥を是正するための措置を以下のように考えております。 

  １．経営体制の刷新 

  ２．ガバナンスの徹底的な見直し 

  ３．経営監視体制の強化 

  ４．社外取締役、社外監査役の充実 

  ５．監査役、監査役会の意識改革 

  ６．職場環境つくり及び役員、職員の意識改革 

 

 上記是正措置の一部として、以下の対応策の実行に着手しております。 

  １．監査役会が第三者委員会報告書の提言をふまえて設置した「取締役責任調査委員会」、同じ

く取締役会が第三者委員会報告書の提言をふまえて設置した「監査役等責任調査委員会」の

調査により、退任した者を含む役員個人の責任を明確にして、結果を公表します。 

  ２．取締役会が第三者委員会報告書の提言をふまえて設置した「経営改革委員会」により次回株

主総会への会社提案は全て事前に審査していただき、ご承認を得てから株主に提案します。 

  ３．現任の役員は決算の訂正等当面の危機対応に取り組んで再建の目処をつけた上で、第三者委

員会報告書の提言に基づきしかるべき時期に交代します。 

 

以 上 


